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行政サービスの提供・申請方法の変化

現状：自治体の情報提供、住民の相談・情報収集の変化

• スマートフォンの普及→役所に行かなくても情報の収集が可能に

•自治会・町内会の機能低下（担い手不足、加入率減少等）、新聞
購読者数の減少→「紙」による広報の限界

•各種アプリによる情報提供、AIチャットボットによる相談

ex. 川崎市・かわさきアプリ：窓口混雑情報、イベント情報、ごみ分別情報、かわさき
防災アプリ、かわさき防犯アプリ、かわさき子育てアプリ等

近い将来？：各種申請・手続の標準化、デジタル化、ワンストップ化

→市役所の窓口機能は大幅に縮小、住民が市役所に出向く機会は大
幅減？
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市役所内部の変化

現状：コロナ禍によるテレワーク、Web会議の普及、一部の自治体・府省ではオフィ
ス改革

ex. 総務省行政管理局：フリーアドレス化、無線LANの導入、ペーパーレス化等

近い将来？

• デジタル化を前提とした意思決定手続・合意形成手続への移行、業務プロセス改革

• Web会議のさらなる活用：企画立案機能を本庁舎に集約することの必要性は低
下？
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市役所に（空間的に）残される機能
政策決定、緊急時参集

• 市長のトップマネジメント

企画立案・意思決定

• 一部はWeb会議やハイブリッド方式で代替

一部の相談業務

• 機密性が求められる内容やデジタル弱者対応

組織内コミュニケーション

• 職員のOJT、能力育成

アウトリーチ活動のための待機機能

• 保健福祉（見守り等）、地域振興（イベント等）、防災、インフラの維持管理、検
査・監督等

デジタル化・DXによって市役所が物理的に必要とする空間は減少する可能性がある
が、必要な行政機能自体が縮小するわけではないことに注意
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地方自治制度の展望

国と地方の役割分担の見直し？

• コロナ対応での「失敗」→「非平時」における国の権限強化？

•人的・財政的リソースが不足していることが原因：権限を強化しても現
場が動かない可能性

「地方自治」の意義そのものの再考？

• デジタル化・標準化→「いつでもどこでも」行政情報の取得や申請手続が
できるようにする上で、「住所」によって区切られた市町村が基礎的な行
政サービス提供主体である必要があるのか

• デモクラシーや代表制のあり方とも絡む難しい問題
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